
１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

がん検診受診率　（％） 胃 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度地域保健・健
康増進報告

8.0
7.9
(R5)

目標値を下回っているため、より一層のがん検診の受診促進
が必要です。

肺 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度地域保健・健
康増進報告

7.6
7.5
(R5)

目標値を下回っているため、より一層のがん検診の受診促進
が必要です。

実施件数等 大腸 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度地域保健・健
康増進報告

7.3
7.3
(R5)

目標値を下回っているため、より一層のがん検診の受診促進
が必要です。

子宮頚 14.3 60.0 現状より増加
令和３年度地域保健・健
康増進報告

14.6
14.5
(R5)

目標値を下回っているため、より一層のがん検診の受診促進
が必要です。

乳 19.7 60.0 現状より増加
令和３年度地域保健・健
康増進報告

21.1
21.3
(R5)

目標値を下回っているため、より一層のがん検診の受診促進
が必要です。

２　主な取組の内容等

・　がん検診の受診を促進し、がんの早期発見につなげ、
がんによる死亡者の減少を図ることを目的に、補助金の
活用やがん予防に関する普及啓発を実施しました。
   ◯新たなステージに入ったがん検診総合支援事業
      ・   ５市町村　　　　191千円（交付決定額）
   ◯子宮頸がん検診におけるＨＰＶ検査単独法導入に
　　　伴う健康管理システムの改修事業
　　  ・　９市町村　　　1,350千円（交付決定額）
　◯世界禁煙デー（5月31日）及び禁煙週間（5/31～6/6）
      における普及啓発
      ・  禁煙ポスターの掲示（庁舎、保健所、支所、
　　　　 市町村）
      ・  振興局各課窓口に啓発用三角柱を設置
      ・  広報掲示（日刊宗谷）

・　管理栄養士学生実習と合同により、20歳未満の者の
喫煙防止講座を実施しました。
　◯実施した小学校
　　 豊富町立豊富小学校（生徒16名、教師2名）

・　保健所ホームページにおいて、管内の禁煙治療を行う
医療機関を掲載しました。
　 ◯宗谷管内禁煙治療実施医療機関
       8施設（2025年8月現在(ホームページ公表5施設））

がん予防の推進
○健康のために望ましい生活環境やがんに関する正しい知識を身につける
ことが出来るよう普及啓発を行います。

○若い世代の喫煙防止対策として、小中学校や地域における健康教育を実
施します。

○たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町村、保健所や事業所などの
身近なところで禁煙支援を受けることができる体制の整備を促進します。

･　がん検診の受診を促進し、がんの早期発見につなげ、がんによる
死亡者の減少を図ることを目的に、補助金の活用（受診勧奨）やが
ん予防に関する普及啓発に取組んでいますが、受診率は目標値に
達していない状況です。

・　本道における20歳以上の者の喫煙率は、令和４年国民生活基礎
調査によると、男性28.1％、女性13.2％であり、男女とも全国平均（男
性25.4％、女性7.7％）を上回っていることから、管内においても喫煙
率減少や20歳未満の者への喫煙防止に向けた普及啓発等の取組
が必要です。

・　禁煙補助薬（チャンピックス錠）の製造中止に伴い、禁煙治療を休
診している医療機関が多いことから、禁煙支援を受けることができる
体制の整備が必要です。

・　がん検診の受診を促進し、がんの早期発見につなげ、がんによる死
亡者の減少を図ることを目的に、補助金の活用（受診勧奨）やがん予防
に関する普及啓発に取組んでいますが、受診率は目標値に達していな
い状況のため、引き続き関係機関と連携し、がん検診受診率向上を推
進するため普及啓発等の取組を図ります。

・　引き続き若い世代の喫煙防止対策として、小中学校及び地域におけ
る健康教育の推進を図ります。

・　保健所ホームページ等により、管内の禁煙治療を行う医療機関を掲
載する等、引き続き関係機関と連携し、禁煙支援を受けることができる
体制の整備を推進します。

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

「北海道医療計画宗谷地域推進方針」の推進状況　    (令和７年度）

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

　01  がんの医療連携体制

宗谷圏域

資料 ３
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・　がんに関するリーフレット等を保健所窓口に配置すると
ともに、各市町村に配布など情報提供を行いました。

・　地域連携クリティカルパスの導入に至っていません
が、在宅医療・介護連携推進事業の多職種連携事業の
中で、保健医療福祉・介護関係者によるがん医療の提供
体制及び連携体制について情報共有や課題の共有を図
ることで、地域のがん診療体制の充実を図っています。

・　道内の地域がん登録の現状を道ホームページに掲載
するほか、市町村に対して情報提供を行いました。

・　現時点においては、人員等の要件を満たすがん診療
連携拠点病院（管内に）がないことから、関係機関と連携
し、がん医療の提供体制の整備を図るとともに、市町村及
び医療機関に対して連携体制構築に向けた情報提供を
行っています。
   ◯がん診療連携拠点病院等　　管内指定病院なし

・　「北海道がん征圧・がん検診受診促進月間」に合わ
せ、管内市町村及び宗谷振興局内に対し募金活動を実
施しました。
   ◯宗谷振興局募金額　　25,244円
・「北海道がん征圧・がん検診受診促進月間」に合わせ、
パネル展を開催しました。
　○稚内市地域交流センター　１階アトリウム
　　10/3～10/10

・　北海道きれいな空気の施設登録の推進を図りました。
　 ◯新規登録　14件
・　受動喫煙防止対策に係る資料配付
   ◯食品衛生責任者養成講習会（10/3）

・　市町村が実施するがん検診実施状況を把握し、道
ホームページに掲載するほか、道（本庁）を通じ各医療保
険者にもがん検診の受診率の向上に向けた情報提供を
行いました。

○受動喫煙を防止するために、公共施設をはじめ職場や家庭等における禁
煙や適切な分煙を推進します。

がんの早期発見
○がん検診の受診率の向上に向け、企業との連携やマスメディア等を活用し
た普及啓発を行います。

○がん検診と特定健診との一体的な実施を促進するとともに、検診の受診勧
奨の取組を推進するなど、受診率の向上を図ります。

・　受動喫煙が健康に及ぼす影響や各施設が受動喫煙防止を講じるこ
とができるよう、地域住民や事業者等に対し普及啓発や学習機会の取
組を図ります。

・　関係機関と連携し、がん患者等に対する各種情報提供の推進を継
続します。

・令和４年度健康づくり道民調査によると、日常生活で受動喫煙の機
会があったと回答したのは、家庭5.4％、事業所13.3％、飲食店
17.0％となっており、家庭にむけた普及啓発やこれら施設に対する取
組が必要です。

・　がん患者やその家族に対し、がん医療に関する情報や医療機
関、自治体等で行っている各種サービスの情報提供が必要です。

・　地域連携クリティカルパスの導入に至っていないことから、在宅医
療・介護連携推進事業の他職種連携事業の中で、保健医療福祉介
護関係者によるがん医療の提供体制及び連携体制について情報提
供や課題を共有しながら、地域のがん診療連携体制の充実を図る必
要があります。

・　地域連携クリティカルパスの導入に至っていないことから、引き続き
在宅医療・介護連携推進事業の他職種連携事業の中で、保健医療福
祉・介護関係者によるがん医療の提供体制及び連携体制について情
報提供や課題を共有しながら、地域のがん診療連携体制の充実を図り
ます。

・　当圏域のがん検診の受診率は目標値より低い状況にあることか
ら、受診率のより一層の向上を図るため、がん検診の必要性につい
ての普及啓発や受診勧奨の徹底などの対策を推進する必要があり
ます。

・　がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効
果的に活用されるよう、住民への普及啓発が必要です。

・　当地域では、がん診療連携拠点病院等に指定されている医療機
関がないことから、他地域の拠点病医院等との連携が必要です。

・　小児がん及びAYA世代のがんは、成人のがんとは異なる対策が
求められており、小児がん拠点病院を中心とした地域の医療機関と
の連携体制の構築を進める必要があります。

・　がん患者や家族の意向を踏まえ、住み慣れた家族や地域で療養
生活を継続することができるよう、在宅医療を推進する必要がありま
す。

・　市町村が実施するがん検診実施状況を把握し、道ホームページに
掲載するほか、道（本庁）を通じ各医療保険者にがん検診の受診率の
向上に向けた情報提供を行う等、今後も市町村はもとより職域保健とも
連携し、各種検診の受診率の向上を目指します。

・　道内の地域がん登録の現状を当保健所ホームページに掲載するほ
か、市町村に対しての情報提供を継続します。

・　当圏域には、がん診療連携拠点病院がない状況のため、引き続き
関係機関と連携し、がん医療の提供体制の整備を図るとともに、市町
村及び医療機関に対して連携体制構築に向けた情報提供を行います。

・　がん検診受診率は全てのがん検診で目標値に達していない状況
にあることから、市町村及び関係機関と連携し、検診の受診勧奨に
取組む必要があります。

・　がん検診受診率は全てのがん検診で目標値に達していない状況に
あることから、引き続き市町村及び関係機関と連携し、検診の受診勧奨
に努めるとともに、がん検診の円滑な実施に向けた情報提供（パネル
展）等を図ります。

○保健所、市町村、医療機関等が連携して、がん患者やその家族に対する
がん医療やがん患者が活用できる各種サービスなどの情報を提供します。

がん登録の推進
○がんの羅患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効果的に活
用されるよう、住民への普及啓発を行います。

がん医療連携体制の整備
○より身近なところで必要な医療を受けることができるよう、がん医療を行う
医療機関、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機
関等の関係者間の連携を促進し、診療から、治療、緩和ケア、リハビリテー
ション、在宅医療に至るまでのがん医療提供体制の整備及び地域連携クリ
ティカルパス導入に向けた取組みを推進します。

○当地域では、がん診療連携拠点病院等に指定されている医療機関がない
ことから、他地域の拠点病院等との連携を促進するとともに、本方針の進捗
状況を踏まえ、拠点病院等の整備について検討します。

○国が指定する小児がん拠点病院と当地域の医療機関は、小児・ＡＹＡ世代
のがん患者が適切な治療や支援が受けられるよう、診療体制や機能等の情
報を共有し、連携体制の構築に取り組みます。

○がんと診断されたときからの在宅を含む緩和ケアが推進されるよう、他地
域のがん診療連携拠点病院等と連携し、がん診療に携わる医師、看護師、
薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普及とともに、緩和ケア病床を有する医
療機関や在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携を促進します。

2



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査急性
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

1
1

（R5)
稚内禎心会病院が担っています。

4 4 現状維持
北海道保健福祉部調査回復
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

4
2

（R5)
浜噸別町国民健康保険病院、礼文町国民健康保険船泊診療
所の２か所となっています。

実施件数等 1 増加
パスを活用した治療
の推進

北海道保健福祉部調査回復
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

1
1

（R5)
引き続きパスを利用した治療を推進するよう努めます。

全体 851 943
935
（R5)

脳卒中 49 73
81

（R5)

死因別死亡率（人口10万対） 脳卒中 81.6 減少
現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第40表）

124.4
141.6
（R5)

特定健康診査 29.8 70.0％以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集
計表（法定報告速報値）

31.3
31.2
（R5)

特定保健指
導

38.3 45.0％以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集
計表（法定報告速報値）

34.1
35.1
（R5)

２　主な取組の内容等

今後の方向性

予防対策の充実
○脳卒中は初発を予防することが第一であり、生活習慣病の進展段階に応じ
た一次予防対策が重要です。　高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシ
ンドローム、喫煙習慣がある者への支援を早急に開始し、脳卒中の発生予防
に努めます。

・　脳卒中の発症要因となる生活習慣病の発症を予防す
るため、補助金等を活用し健康相談や健康教育等の取組
を行いました。
　 ◯健康増進事業費補助金
　　　10市町村　　　　3,790千円

・　脳卒中の発症要因となる生活習慣病の発症には、喫煙、食生活、運
動習慣等の生活習慣が影響することから、市町村等医療保険者が実
施する特定健康診査及び特定保健指導や健康教育等の生活習慣の
改善に向けた働きかけや、がん予防意識の向上を図るとともに、これら
事業が円滑に行われるよう技術的助言、補助金等により市町村支援を
行っていく必要があります。

・　引き続き、道、市町村、医療保険者等が連携し、特定健康診査の意
識を住民に周知するとともに、脳卒中の発症を予防するための保健事
業の推進、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。

　02  脳卒中の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションが実施可能な医療機
関（か所）

地域連携クリティカルパスの導入

体制整備

脳卒中による死亡者数の割合は、計画策定時より増加傾向と
なっています。

目標値を達成できていないことから、引き続き受診率向上のた
め取組を推進します。

・　特定健康診査の意義を広く周知するとともに、心血管疾患の危険
因子である高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドロー
ム、喫煙習慣がある者への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の血
管疾患の発症予防に努めることが必要です。

特定健康診査・特定保健指導
実施率（国保）（％）

現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第39表）

死亡者数（全体及び脳卒中） 減少

参考指標

取組の内容 実　　　　績

○道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を住民に周知す
るとともに、脳卒中の発症を予防するための保健事業の推進、特定健康診
査・特定保健指導の充実に努めます。

・　道及び健康づくり財団が主催する研修会等の開催に
ついて情報提供を行いました。
・　特定健診結果説明会の現地見学を行いました。
　　（稚内市、浜噸別町）

課　　　　題

宗谷圏域

3



○発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、
維持期医療における医療機関及び関係団体の取組みを促進します。

・　脳卒中に関わる応急手当、病院前救護、急性期医療、
回復期医療、維持期医療は、地域の関係機関等がそれ
ぞれの立場で充実・強化を図りました。

・　今後も関係機関等と連携しながら対策を講じる必要があります。
・　発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期
医療、維持期医療における医療機関及び関係団体の取組を推進しま
す。

・　急性期から維持期までの病状に応じて、一貫したリハビリテーショ
ンが受けられるよう、関係機関の連携体制の充実が必要です。

・　今後も生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーションサービ
スが地域において適切かつ円滑に提供されるよう体制整備を図りま
す。

・　宗谷地域リハビリテーション広域支援センター等を中
心に、地域におけるリハビリテーション関係者の連携促
進、資質の向上を目的とした症例検討会を開催しました。
　 ◯  宗谷地域リハビリテーション広域支援センター総会
     及び症例検討会（10/26ハイブリッド開催）

○施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

・　世界禁煙デー（5月31日）及び禁煙週間（5/31～6/6）
に受動喫煙防止に関する普及啓発を行いました。
　 ◯禁煙ポスターの掲示
　　　（庁舎、保健所、支所、各市町村）
   ◯広報掲載
　　　（日刊宗谷）
　 ◯禁煙治療に関する調査
　　　（管内２８医療機関対象に実施）
　 ◯ 受動喫煙防止対策キャンペーン調査
　　　（管内既存特定飲食店等１０施設対象に実施）

・　施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止対策の
強化が必要です。

・　喫煙の健康影響に関する情報提供や、住民が健康のために望まし
い生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけることができるよう、
関係機関が連携して普及啓発を行います。

・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワーク）」の参加医
療機関を拡大する等、ICT活用の推進が必要です。

・　引き続き、急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療
（リハビリテーションを含む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパ
スやICTを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏域連携
推進会議等を通じて、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図り
ます。

医療連携体制の充実
○急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療（リハビリテー
ションを含む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した
地域医療情報連携ネットワーク、保健医療福祉圏域連携推進会議等を通じ
て、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図ります。

・　医療連携の推進を図るため、各種会議等を活用し、市
町村、医療機関、関係団体と協議を行っています。
・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワー
ク）」による診療情報等の共有化と遠隔診断が行われて
います。

○宗谷地域リハビリテーション広域支援センターでは、関係職種による意見
交換会、講師バンク（医師、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士）の設
置・運営、関係職員等に対する研修会の開催等を行っています。今後も生活
機能の維持及び向上のためのリハビリテーションサービスが地域において適
切かつ円滑に提供されるよう体制整備を図ります。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

0 増加
体制整備を図るため
設定

北海道保健福祉部調査急性
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

0
0

（R5)
当地域には、急性期医療を担う医療機関がないことから、引き
続き常勤医の確保に努め、体制整備を推進します。

0 増加
体制整備を図るため
設定

北海道保健福祉部調査急性
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

0
0

（R5)
当圏域には、急性期医療を担う医療機関がないことから、引き
続き常勤医の確保に努め、体制整備を推進します。

0 運用開始 導入を目指し設定
北海道保健福祉部調査急性
期医療の公表医療機関（令
和４年４月１日現在）

0
0

（R5)
当圏域は未整備な状況であることから、導入を目指し必要な協
議を行います。

全体 851.0 943
935
（R5)

心疾患 133 145
130
（R5)

死因別死亡率
（人口10万対）

心疾患 221.5 減少
現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第40表）

247.1
227.3
（R5)

特定健康診
査

29.8 70.0%以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和3年度特定健診・特
定保健指導実施結果集
計表（法定報告速報値）

31.3
31.2
（R5)

特定保健指
導

38.3 45.0％以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和3年度特定健診・特
定保健指導実施結果集
計表（法定報告速報値）

34.1
35.1
（R5)

２　主な取組の内容等

○施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

・　世界禁煙デー（5月31日）及び禁煙週間（5/31～6/6）
に受動喫煙防止に関する普及啓発を行いました。
　 ◯禁煙ポスターの掲示
      （庁舎、保健所、支所、各市町村）
   ◯広報掲載
　　　（日刊宗谷）
　 ◯禁煙治療に関する調査
　　　（管内２８医療機関対象に実施）
　 ◯受動喫煙防止対策キャンペーン調査
　　　（管内既存特定飲食店等１０施設対象に実施）

・　施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止対策の
強化が必要です。

・　喫煙の健康影響に関する情報提供や、住民が健康のために望まし
い生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけることができるよう、
関係機関が連携して普及啓発を行います。

予防対策の充実
○北海道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く住民
に周知するとともに、急性心筋梗塞の発症を予防するための健診や保健事
業の推進、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。

・　心筋梗塞の発症要因となる生活習慣病の発症を予防
するため、補助金等を活用し健康相談や健康教育等の取
組を行いました。
　 ◯健康増進事業費補助金
　　　　10市町村　　　　3,790千円

・　心疾患の要因となる生活習慣病の早期発見と早期治療を図るた
め、健診受診率の向上と健診後の保健指導体制を整えることが必要
です。

・　引き続き、道、市町村、医療保険者等が連携し、特定健康診査の意
識を住民に周知するとともに、急性心筋梗塞の発症を予防するための
保健事業の推進、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。

○高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある
者への支援を早急に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めま
す。

・　北海道がん征圧・がん検診受診促進月間に合わせ、
生活習慣病予防 （運動・食事・禁煙等）に関するパネル展
を開催し普及啓発を行いました。
　（稚内市地域交流センター　１階アトリウム）

・　特定健康診査の意義を広く周知するとともに、心血管疾患の危険
因子である高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドロー
ム、喫煙習慣がある者への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の血
管疾患の発症予防に努めることが必要です。

・　引き続き、高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、
喫煙習慣がある者への支援を早急に開始し、心筋梗塞等の心血管疾
患の発症予防に努めます。

参考資料

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

死亡者数（全体及び心疾患）
　　　（人）

特定健康診査・特定保健指導
実施率
（国保）　（％）

減少
現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第39表）

　03  心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

急性期医療を担う医療機関数（か所）

心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医
療機関

体制整備

実施件数等 地域連携クリティカルパスの導入

心疾患による死亡者数の割合は、計画策定時より増加傾向と
なっています。

目標値を達成できていないことから、引き続き受診率向上のた
め取組を推進します。

宗谷圏域
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○慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共有す
ることが重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医
療従事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努めます。

・　慢性心不全患者の疾病管理に当たっては、患者・家族
をはじめ、医療及び介護関係者等も含めた疾患理解と支
援体制の充実を図るための各種研修の開催が必要です
が、開催できませんでした。

・　慢性心不全患者の疾病管理に当たっては、患者・家族をはじめ、
医療及び介護関係者等も含めた疾患理解と支援体制の充実を図る
ための各種研修の開催が必要です。

・　慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を
共有することが重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専
門としない医療従事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努め
ます。

医療連携体制の充実
○急性期から回復期、再発予防まで切れ目のない適切な医療が提供できる
よう、地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した地域医療情報連携ネット
ワーク、保健医療福祉圏域連携推進会議等を通じて、患者の受療動向に応
じた連携体制の充実を図ります。

○現在、地域連携クリティカルパスの導入がされていないことから、実現可能
な連携方法等を関係者で検討しながら、地域連携クリティカルパスの導入の
可能性を探ります。

○発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の
各期における医療機関及び関係団体の取組みを促進します。

疾病管理・再発予防
○慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不全増
悪や再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多
職種による多面的・包括的なリハビリテーションを実施します。

・　医療連携の推進を図るため、各種会議等を活用し、市
町村、医療機関、関係団体と協議を行っています。
・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワー
ク）」による診療情報等の共有化と遠隔診断が行われて
います。

・　各種会議等により、脳卒中を含む急性期から維持期に
おける医療機関と在宅等支援者の連携の推進を図る必
要がありますが、会議等を開催することができませんでし
た。

・　急性心筋梗塞に関わる応急手当、病院前救護、急性
期医療、回復期医療、維持期医療は、地域の関係機関等
がそれぞれの立場で充実・強化を図りました。

・　医療機関と地域包括支援センターや介護事業所など
地域の支援関係機関との連携により他職種による切れ目
のない支援体制が構築されています。

・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワーク）」の参加医
療機関を拡大する等、ICT活用の推進が必要です。

・　各種会議等により、脳卒中を含む急性期から維持期における医
療機関と在宅等支援者の連携の推進を図る必要がありますが、会
議等を開催するに至っていません。

・　今後も関係機関等と連携しながら対策を講じる必要があります。

・　圏域全体における医療介護連携の構築の強化が必要です。

医師の確保及び救急搬送体制の維持
○北海道・市・医療機関が連携して、循環器内科医の確保に努めるとともに、
名寄市立総合病院や旭川市内の専門的治療が可能な病院へのドクターヘリ
等を活用した、迅速かつ安全な救急搬送体制を維持します。

・　循環器内科については、市立稚内病院の常勤医が外
来診療を行っています。なお、急性心筋梗塞の患者につ
いては、病状に応じて名寄市立総合病院などの専門医療
可能な病院へ救急搬送される体制となっています。

・　管内市町村においては、ドクターヘリ等を活用した救急搬送が行
われていますが、引き続き、専門医療の提供体制と医療連携体制の
整備が必要です。
・　平成27年12月に名寄市立総合病院に導入されたドクターカーの
協力を得て、上川北部への緊急体制の整備が図られましたが、引き
続き、専門医療の提供体制と医療連携体制の充実が必要です。

・　北海道、市町村、医療保険者が連携して、循環器内科医の確保に
努めるとともに、名寄市立総合病院や旭川市内の専門的治療が可能な
病院へのドクターヘリ等を活用した、迅速かつ安全な救急搬送体制を
維持します。

・　引き続き、急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療
（リハビリテーションを含む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパ
スやICTを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏域連携
推進会議等を通じて、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図り
ます。

・　地域連携クリティカルパスの導入がされていないことから、引き続き
実現可能な連携方法等を関係者で検討しながら、地域連携クリティカル
パスの導入の可能性を探ります。

・　発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期
医療、維持期医療における医療機関及び関係団体の取組を推進しま
す。

・　慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容性の改善及び心
不全増悪や再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリン
グ等を含む多職種による多面的・包括的なリハビリテーションを実施し
ます。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

3 増加
パスを利用した治療
の推進

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機
関（令和４年４月１日現在）

3
3

（R5)
地域連携クリティカルパスを導入する医療機関の促進に向け取
組を推進します。

全体 851.0 943
935
（R5)

糖尿病 28 9
7

（R5)

死因別死亡率（人口10万対） 糖尿病 33.3 減少
現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第40表）

15.3
12.2
（R5)

特定健康診査 29.8 70.0％以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

31.3
31.2
（R5)

特定保健指導 38.3 45.0％以上
医療適正化計画と調
和を図り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

34.1
35.1
（R5)

２　主な取組の内容等

○発症予防から、専門治療、慢性合併症治療まで切れ目のなく適切な医療が
提供できるよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域
連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した地域医療情報連携ネットワーク等を活
用し、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図ります。

・　人工透析機器の整備については、市町村に対し、補助
事業（医療提供体制推進事業）の情報提供を行っていま
す。
　◯管内実績なし

・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワーク）」の参加医
療機関を拡大する等、ICT活用の推進が必要です。

・　発症予防から、専門治療、慢性合併症治療まで切れ目のなく適切な
医療が提供できるよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を
用いた地域連携クリティカルパスやＩＣＴ（地域医療情報連携ネットワー
ク）等を活用し、患者の受診動向に応じた連携体制の充実を図ります。

○透析患者が地元で安心して透析を受けることが出来るよう、体制整備に努
めます。

・　道において、透析実施医療機関の整備状況等につい
て調査を実施しました。

・　新たな糖尿病患者の発生抑制、糖尿病患者の病状悪化を抑える
ために医療連携を強化するとともに、KDBエキスパンダーを活用した
重症化予防対策が重要です。

・　引き続き透析患者が地元で安心して透析を受けることが出来るよう、
体制整備に努めます。

○糖尿病の発症リスクがある者に対して、特定保健指導が実施され、生活習
慣の改善が図られる体制整備を推進します。

・　医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある者に対して、
保健指導や医療機関受診を勧め、生活習慣の改善が図られるよう支
援が必要です。

・　特定健診の受診率が低調であることから、引き続き糖尿病の発症リ
スクがある者に対して、特定保健指導が実施され、生活習慣の改善が
図れるよう体制整備を推進します。

医療連携体制の充実
○市町村、医療機関等と連携し、糖尿病患者に対して継続治療の必要性等を
啓発し、病状の悪化や合併症予防に努めます。

・　医療連携の推進を図るため、各種会議等を活用し、市
町村、医療機関、関係団体と協議を行っています。
・　「道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワー
ク）」による診療情報等の共有化と遠隔診断が行われてい
ます。

・　未治療者への受診勧奨や糖尿病患者の疾病管理、合併症予防を
推進できるよう、かかりつけ医と専門医療機関、歯科診療所及び医
療保険者等による連携体制を整えることが必要です。

・　引き続き市町村、医療機関等と連携し、糖尿病患者に対して継続治
療の必要性を啓発するための取組を推進します。

地域連携クリティカルパスを導入している医療機
関の利用促進（数値は医療機関数（か所））

　04  糖尿病の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

実施件数等

糖尿病による死亡者数の割合は、計画策定時から減少傾向に
あります。

目標値を達成できていないことから、引き続き受診率向上のた
め取組を推進します。

・　糖尿病など生活習慣病の予防に関する健康教育を推
進するため、助成金等を活用し糖尿病や生活習慣病等の
保健相談の推進を図りました。
　  ◯健康増進事業補助金　10市町村　　　　3,790千円
　
・　北海道がん征圧・がん検診受診促進月間（9/1～
10/31）に合わせ、生活習慣病予防 （運動・食事・禁煙等）
に関するパネル展を開催し普及啓発を行いました。
　　（稚内市地域交流センター　１階アトリウム）

・　宗谷地域・職域連携推進連絡会の場において、腎臓病
重症化予防に関する研修会を実施しました。

特定健康診査・特手保健指導
実施率（国保）　（％）

参考資料

減少
現状値以下を目指し
設定

北海道保健統計年報
（令和４年　第39表）

死亡者数（全体及び糖尿病）
（人）

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

予防対策の充実
○保健所、市町村及び関係機関が連携して、糖尿病の発症を予防するため、
特定健康診査及び特定保健指導について、制度の周知と内容の充実に努め
ます。

・　糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、定期的な
健診受診が必要であることを広く住民に周知するとともに、適切な食
生活及び運動週間により予防や改善できることの普及啓発が必要で
す。

・　保健所、市町村及び関係機関が連携して、糖尿病の発症を予防する
ため、特定健康診査及び特定保健指導について、制度の周知と内容の
充実を図ってきましたが、特定健診の受診率が低いことから、引き続き
生活習慣病予防の取組を推進します。

宗谷圏域
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

9 現状より減少 2
1

(R7)
目標値を達成しています。

6 現状より減少 2
1

(R7)
目標値を達成しています。

２　主な取組の内容等

　05  精神疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

住民の健康状態等

慢性期入院患者数
（65歳以上）

全道目標値と同一
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）慢性期入院患者数

（65歳未満）

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

精神科医療体制の推進
○精神科医療へのアクセスがしやすくなるよう、保健所においては引き続き、
精神科医による精神保健相談を実施します。

・　医師による精神保健相談　５件
・　管内の精神科標榜医療機関は１か所のみであるため、医療が必
要な方には精神科医療へのアクセスを促す取り組みが必要です。

・　引き続き、精神保健相談を実施します。

○緊急的に医療を必要とする者が適切に医療につながることができるよう、
危機介入時における対応として医療機関や警察、市町村等との連携強化に
努めます。

・　精神障がい者の危機介入支援体制検討会議　１回
・　危機介入時には法令に基づいた支援が求められるため、医療機
関、警察等の理解を得ながら連携した支援が必要です。

・　引き続き、関係機関との会議を継続し、連携強化を図ります。

精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築
○精神障がい者に対する支援体制の強化・充実に向け、市立稚内病院の協
力のもと定例カンファレンスを継続します。

・　定例カンファレンス　６回（延44件）
・　精神障がい者が地域で安心して暮らせるよう支援者間の連携強
化が必要です。

・　引き続き、市立稚内病院の協力を得ながら定例カンファレンスを開
催し、連携強化に努めます。

○保健所職員だけでなく、市町村職員等、相談支援に従事する全ての関係
者が、精神障がいを正しく理解し、支援技術を向上させるため、北海道立精
神保健福祉センター等が実施する各種研修等について情報提供を行うととも
に、積極的な受講を働きかけます。

・　各種研修会等の情報提供　随時実施

・　精神障がいへの偏見をなくし、心の健康に関する意識を高めるた
め、さらに地域住民への理解促進や地域支援者のスキルアップに取
り組むことが必要です。

・　引き続き、研修会等の情報提供を継続し、積極的な受講を働きかけ
ます。

○精神障がいや心の健康に対する理解が促進されるよう、地域住民への普
及啓発に努めるとともに、地域生活支援事業や自殺対策事業等による研修
会等を行い、地域支援者のスキルアップを図ります。

・　地域生活移行支援協議会　１回
・　精神保健福祉に係る研修会　１回

・　引き続き、研修会等の開催により、地域支援者のスキルアップを図り
ます。

○精神障がい者が安心して暮らせる地域づくりのため、住民や地域支援者の
理解促進に関する取組みが必要です。

・　自殺予防週間及び自殺対策強化月間における普及啓
発　２回
・　アルコール健康関連問題啓発週間における普及啓発
１回

・　引き続き、精神障がいへの理解を促すため、普及啓発に取り組みま
す。

○当事者・家族が安心して生活が送れるよう、医療機関や市町村、相談支援
事業所や障害福祉サービス事業所等と連携した支援を実施します。

・　関係機関連絡　延113件
・　当事者・家族が安心した生活を送るためには、地域支援者との連
携を強化していくことが必要です。

・　引き続き、家庭訪問や地域支援者との連携した支援を展開します。

○自殺対策においては、管内での自殺対策の取組みが効果的に実施される
よう保健・医療・福祉・労働・教育等の関係機関から構成される宗谷地域自殺
予防対策推進検討会議を引き続き開催し、地域支援体制の構築に努めま
す。

・　宗谷地域自殺予防対策推進連絡会議　１回
・　自殺に傾く方の早期発見には身近な人の存在や気づきが重要で
あるとともに、自殺は様々な背景が複雑に絡み合っていることから、
多様な分野の関係機関の理解、支援体制の強化が必要です。

・　引き続き、宗谷地域自殺予防対策推進連絡会議を開催し、自殺対
策を推進します。

患者・家族支援の推進
○精神疾患に関する正しい理解を促し、精神科医療と適切につながれるよう
保健所における精神保健相談を継続します。

・　保健師による精神保健相談　延313件
・　家庭訪問　延131件

・　患者・家族が精神疾患を正しく理解し、適切な対応ができるような
支援が必要です。

・　引き続き、保健師による精神保健相談を継続します。

宗谷圏域
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

100 100 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

100
100
(R7)

目標値を達成しています。

1
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

1 10 全市町村での実施
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

4
4

(R7)
目標値を達成できていないことから、引き続き全市町村実施の
ため取組を推進します。

２　主な取組の内容等

　06  救急医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

体制整備

在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村割
合（％）

病院群輪番制の実施医療機関数
救急告示医療機関と連携し、二次
救急医療体制の確保に努めます。

実施件数 救急法等講習会の実施市町村数

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

初期救急医療体制及び二次救急医療体制の充実
○当地域の中心的な救急医療機関である市立稚内病院に、救急医療に必要
な医療機能の拡充のための支援を行います。
　また、他の救急告示医療機関においても、機器の充実及び関係機関の協
力による医師派遣などにより、救急医療業務に従事する医師への支援を強
化します。

・　市立稚内病院に対する支援
　　〇救急勤務医・産科医等確保支援事業（補助金）
　　〇小児救急医療支援事業（補助金）

・　医師等医療従事者の確保、病院職員の疲弊、経済的負担の増加
などが、救急医療体制を維持する上で大きな課題となっています。

・　圏域の各医療機関における情報を把握し、当該医療機関への補助
金に係る情報提供等に努めます。

○市立稚内病院の負担を軽減するため、医師会や関係機関と初期救急医療
のあり方等について検討します。

・　在宅当番医制や休日夜間急患センターの設置の具体
的な検討は進みませんでした。

・　単独では、初期救急医療体制の確保が困難な町村があります。
・　医師の高齢化や看護師等の不足等により、市立稚内病院の負担
増加及び維持が困難となることが予想されるため、在宅当番医制や
休日夜間急患センターの設置など、将来に向けた検討を進める必要
があります。

・　在宅当番医制の実施や休日夜間急患センターの設置について、管
内の状況を踏まえたうえで、医療機関及び医師会等関係団体と連携
し、一部の医療機関の負担増加とならないような取組の検討を促しま
す。

○現在、各救急病院・診療所で行われている救急医療体制の維持に努め、
連携区域における二次救急医療体制の維持・強化を図ります。

・　救急告示医療機関　10施設
・　病院群輪番制病院　　１施設

・　病院群輪番制実施医療機関（市立稚内病院）による夜間救急診
療等により、圏域の救急医療体制が維持されています。
・　初期救急患者が二次救急医療機関を受診するなど、初期、二次
医療機関の役割分担が行われない事例があります。

・　初期から二次までの救急医療機関の役割分担と連携強化を、関係
機関と連携し推進します。

○テレビ会議システム等により、連携区域外医療機関との遠隔診断を実施
し、迅速かつ適切な救急医療体制を構築します。

・　「道北北部医療連携ネットワークシステム」（通称：ポラ
リスネットワーク）による名寄市立総合病院等と圏域内の
病院との遠隔診断を実施しました。
・　圏域内の参加医療機関　７施設
　　市立稚内病院、枝幸町国民健康保険病院、浜頓別町
国民健康保険病院、猿払村国民健康保険病院、中頓別
町国民健康保険病院、幌延町国民健康保険診療所、豊
富町国民健康保険診療所

・　医療機関ごとの距離が遠く、医師等医療従事者を含む医療資源
も不足しているため、専門的医療の提供に必要な診療科が十分な形
でそろっていません。

・　圏域の専門的医療の提供を維持及び拡充するため、各医療機関に
おける情報を把握し、当該システム等への参画を促進します。

宗谷圏域
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・　迅速な運航・運行体制を維持します。

救急搬送体制の充実
○ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の航空機、高規格救急自動車等の
活用による迅速な救急搬送体制を促進します。

○稚内地区消防事務組合救急業務高度化推進協議会との連携を強化しま
す。

・　稚内地区消防事務組合救急業務高度化推進協議会
への参加
　令和７年度　書面開催

・　総会については、令和２年度以降は各年書面開催となったため、
意見交換や情報共有が不十分となる可能性があります。

・　圏域の各医療機関における情報を把握し、救急医療に関する積極
的な情報提供に努めます。

三次救急医療体制の充実
○三次救急医療体制の維持・強化を図るため、道北ドクターヘリの関係会議
などを通じて関係機関との連携や情報共有等を図ります。

・　道北ドクターヘリ運航調整委員会への出席
　　令和７年度
　　日時：令和７年11月20日（木）14：30～
・　管内へのドクターヘリ運航実績
　　令和７年度
　　要請：51件　出動：24件　出動率：46.2％
・　ドクターヘリ受入実績　（市立稚内病院）
　　令和７年度　１件

○メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図ります。
・　道北圏メディカルコントロール協議会への出席
　　令和７年度
　　日時：令和８年３月17日（火）18：00～
・　救急救命士の気管内チューブによる気道確保の実習
受入医療機関の選定　１施設（市立稚内病院）
・　気管挿管病院実習の実施

・　救急救命士の業務範囲の拡大により、研修機会の確保が必要で
す。
・　今後とも研修先医療機関の確保が必要です。

・　メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実に努めます。

○重傷患者に対する救急医療が確保されるよう救急隊、救急救命士と救急
患者受入機関の連携、救急救命医の確保・養成に努めます。

・　広大な面積を有する道北圏では、ドクターヘリやドクターカーによ
る医師等の救急現場出動が極めて有効な救命手段であり、取組の
推進が必要です。

住民への情報提供や普及啓発
○「北海道救急医療・広域災害情報システム」を周知し、救急医療に関する
必要な情報提供等を行います。 ・　救急の日及び救急医療週間に伴う救急医療講習会（Ａ

ＥＤの使用方法の説明等を含む）の実施
　令和７年度　講習回数６回、講習人数119人
・　救急の日及び救急医療週間におけるポスター掲示
　令和７年度　掲示箇所 146、掲示枚数 158
・　啓発冊子の配布、24時間電話健康相談事業の実施

・救急法等講習会の内容について、AEDの活用等、より実践的な内
容となるよう検討が必要です。
・高齢化が一層進むことから、医療機関や関係団体に加え、介護保
険施設等の連携強化が必要です。

・　救急法等講習会の内容充実に努めるほか、初期救急に係る普及啓
発に努めます。
・　救急医療機関、消防機関、市町村、医師会、介護保険施設と連携を
密にして救急医療体制の確保に努めます。

○救急医療週間などの機会を活用し、ＡＥＤの整備促進について啓発を行い
ます。
　また、救急法等講習会の開催などにより、地域住民に対し、救急医療機関
等への適正受診や救急車の適切な利用に関する知識の普及啓発を行うとと
もに、保健所をはじめとした、消防機関、市町村、医師会等の関係機関との
連携体制の強化を図ります。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

災害拠点病院整備数 1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
(令和５年４月）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
(令和５年４月）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

実施件数 8 8 現状維持
北海道保健福祉部調査
(令和５年４月）

8
2

(R7)

目標値を達成できていないことから、引き続き全病院実施のた
め取組を推進します。
※病院数の減少により、令和７年度以降の目標値を６としてい
ます。

２　主な取組の内容等

　07　災害医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

体制整備

北海道ＤＭＡＴ指定医療機関整備数

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を実施している病
院数

取組の内容 実　　　　績

○保健所や市町村は、被災者に対して感染症のまん延防止、メンタルヘルス
ケア等のニーズに的確に対応するため、保健師、栄養士などによる保健指導
及び栄養指導を実施するとともに関係機関、関係団体との連携を図ります。

・　災害時にむけた健康管理や高齢者の栄養アセスメント
等の健康教育を実施

・　医療機関と市町村等関係機関との連携体制の構築が必要です。
・　引き続き、医療機関、市町村等関係機関との連携体制の構築に取り
組みます。

今後の方向性

災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化
○災害拠点病院（市立稚内病院）は、災害による重篤患者の救命医療等の
高度の診療機能を確保し、被災地からの患者の受け入れや広域搬送に係る
対応を行い、医薬品・医療材料などを供給するとともに、応急用資機材の貸
出等により地域の医療機関を支援します。
　また、道の要請に基づき救護班、ＤＭＡＴを派遣し、医療救護活動を行いま
す。

・　宗谷総合振興局地域災害対策要綱における医療救護
計画の策定
・　災害拠点病院でBCP整備済み

・　平時から、災害拠点病院間の連携体制の構築が必要です。
・　各医療機関においては、適切な医療の提供や患者の安全を確保
するため、災害に備えた体制づくりが必要です。

・　引き続き、有事の際に適切な災害対応が行えるよう災害拠点病院を
中心とした関係機関の連携体制の構築に取り組みます。

○北海道ＤＭＡＴ指定医療機関（市立稚内病院）は、道の要請に基づきＤＭＡ
Ｔを災害急性期において被災地に派遣し、「患者を近隣・広域へ搬送する際に
おける必要な観察・処置」、「被災地内の病院における診療支援」、「被災地内
におけるトリアージや救命処置等を行います。

・　DMAT派遣実績
　　令和６年　実績なし
　　令和７年　実績なし

・　DMAT隊員の養成が必要です。
・　引き続き、災害拠点病院の強化に取り組みます。
・　DMAT隊員資格の取得に向け、日本ＤＭＡＴ隊員養成研修会や北海
道災害医療従事者研修会への参加を促します。

課　　　　題

宗谷圏域
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１　推進状況及び評価

全道 宗谷管内

1734床 18床 17
17

(R7)
今後も維持されるよう圏域の状況等の把握が必要です。

84機関 ２機関 10
10

(R7)
目標値を達成しています。

2448床 50床 46
46

(R7)
今後も維持されるよう圏域の状況等の把握が必要です。

1146機関 14機関 13
13

(R7)
今後も維持されるよう圏域の状況等の把握が必要です。

986機関 ８機関 18
18

(R7)
目標値を達成しています。

1646機関 ９機関 22
21

(R7)
目標値を達成しています。

108機関 １機関 4
4

(R7)
目標値を達成しています。

２　主な取組の内容等

　08　新興感染症の発生・まん延時における医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価目標値
目標数値の考え方 R６ R７ R８ R９ R10 R11

体制整備
（流行初期）

病床数

北海道医療計画に基づく圏域別目標値

発熱外来機関数

体制整備
（流行初期期間

経過後）

病床数

発熱外来機関数

自宅療養者等への医療提供機関数
（病院・診療所・訪問看護事業所）

自宅療養者等への医療提供機関数
（薬局）

後方支援を行う医療機関数

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

医療提供体制の確保
○新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等へ
の医療等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を
締結するなど、平時から計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に
対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する医療機関等の役割分担
が図られるよう調整に努めます。

・　令和７年度医療措置協定締結医療機関
　　病院・診療所　15箇所
　　訪問看護ステーション　４箇所
　　薬局　21箇所

・　新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関の
みでは医療提供が困難となることが想定されることから、感染症指定
医療機関以外の医療機関等においても、病床確保のほか、発熱外
来や後方支援、自宅療養者等への医療の提供など、医療提供体制
を確保することが必要です。

・　次の感染症危機に備えるため、保健所で策定された「稚内保健所健
康危機対処計画」や管内医療機関と締結した医療措置協定に基づき、
感染症危機時の医療体制を維持することが必要です。

○病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見
や医療機関における実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情
報や研究の成果及び講習会・研修に関する情報提供や、活用の促進に努め
ます。

・　合同カンファレンス出席　４回（うち１回は移送訓練）
・　感染症予防研修会　２回

・　病院等における感染症の発生・まん延防止に関する情報提供や
活用の促進が必要です。

・　メールやホームページを活用した各関係機関に対する情報提供や、
感染症予防研修会を開催するなど、正しい知識と対策の普及に努めま
す。

人材の確保及び資質の向上
○新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への
参加の促進など、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上
に努めます。

・　新興感染症患者移送訓練 　１回
・　検体等の送付に係る包装責任者養成研修　２回
・　新興感染症に対する検査対応初動訓練　１回

・　感染症対応を行う医療従事者や関係職員等への研修・訓練の実
施等により、平時から新興感染症に係る対応能力を高めることが必
要です。

・　引き続き、新興感染症を想定した研修・訓練の実施等により、医療
従事者や関係職員等の資質向上に努めます。

宗谷圏域
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

8 8 現状維持 8
8

(R7)
目標値を達成しています。

1 1 現状維持 1
1

(R7)
目標値を達成しています。

1 1 現状維持 1
1

(R7)
目標値を達成しています。

２　主な取組の内容等

　09　へき地医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

体制整備 へき地診療所（か所）

へき地医療現況調査
［厚生労働省］
（令和４年４月１日現在）

実施件数等

巡回診療、医師派遣、代診医派遣のいずれか
を実施するへき地医療拠点病院（か所）

遠隔診療等ＩＣＴを活用した診療支援を実施する
へき地医療拠点病院（か所）

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

関係機関相互の連携により、適切な保健及び医療サービスが継続して実施さ
れる体制の維持・構築に努めます。

へき地における保健指導
○無医地区等住民の健康の保持・増進を図るため、市町村等と連携を図りな
がら、住民の保健衛生状態を十分把握し、地域の実情に即した保健指導を
行います。

・　へき地患者輸送車による受診支援（３町）
　　浜頓別町、幌延町、礼文町
・　へき地医療現況調査等による、へき地医療の現況把
握

・　無医地区（５市町村８地区）及び無歯科医地区（４市町村６地区）
での健康相談や疾病予防、悪化防止等の健康指導の充実化が必要
です。
　　※準じる地区を含む

・　市町村やへき地診療所等との連携の下に、住民の保健衛生状態を
十分把握し、計画的に無医地区等の実情に即した保健指導を実施しま
す。

へき地における診療の機能
○へき地における医療を確保するため、高規格救急自動車、道北ドクターヘ
リや消防防災ヘリなどによる救急搬送体制の充実及び市町村や医療機関に
おける患者輸送車の効率的な更新や整備を推進し、市町村を越えた患者輸
送がスムーズに行えるよう体制づくりを進めます。

・　道北ドクターヘリ運航調整委員会への出席
　　令和７年度
　　日時：令和７年11月20日（木）14：30～
・　管内へのドクターヘリ運航実績
　　令和７年度
　　要請：51件　出動：24件　出動率：46.2％
・　ドクターヘリ受入実績　（市立稚内病院）
　　令和７年度　１件

・　救急搬送体制の充実及び市町村と医療機関の連携推進が必要
です。

・　へき地における診療を支援する医療機能の確保が必要です。

○引き続き、市町村や医療機関における患者輸送車等を整備する事業に対
して支援し、効率的な更新や整備を推進することにより、へき地における患者
輸送が円滑に行えるような体制を推進します。

・　へき地患者輸送車運行事業補助金の交付
　　令和７年度　幌延町
・　へき地診療所の設置
　　猿払村、豊富町、礼文町、利尻富士町、幌延町
・　離島等特定地域病院
　　枝幸町、利尻町
・　過疎地域等特定診療所
　　中頓別町

宗谷圏域
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○へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を
担うことから、関係機関と連携しながら、総合診療医の確保に努めます。

・　総合内科医養成研修センター事業の運営支援、奨学
金制度の活用、地域枠医師の配置及び北海道地域医療
振興財団におけるドクターバンク事業からの紹介斡旋な
どの実施
・　地域枠医師の配置や自治医科大学卒業医師の配置な
ど、関係機関との連携による医師確保の実施
・　道内３医育大学に設置する地域医療支援センターから
の医師派遣及び北海道医療対策協議会における医師派
遣（紹介）の調整の実施

・　若手医師の都会志向による都市部への集中や、特定診療科医師
（小児科、産婦人科）の減少による地域偏在による慢性的な医師不
足が課題となっています。

・　引き続き、関係機関が連携しながら、へき地における診療の機能の
確保に取り組みます。

○自治医科大学卒業医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団
のドクターバンク事業等の活用により、常勤医、代診医の確保を図ります。

へき地の診療を支援する医療機能
○へき地への巡回診療、へき地診療所等への医師派遣調整等、へき地医療
拠点病院が行うへき地医療支援活動に対して支援します。

・　へき地拠点病院運営事業補助金の交付
　　令和７年度　稚内市

・　へき地における診療を支援する医療機能の確保が必要です。

○遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器等の整
備を行うへき地医療拠点病院などに対して支援します。

・　遠隔医療の実施
　　へき地医療拠点病院：市立稚内病院
　　参加医療機関：礼文町国民健康保険船泊診療所（精
神科遠隔診断、遠隔妊婦診断システム）

○医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大
学卒業医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバン
ク事業、緊急臨時的医師派遣事業等を活用し、へき地の診療を支援する医
師の確保を図ります。

・　地域医療支援センターによる管内への医師派遣実績
　令和７年度　２名
・　自治医科大学卒業医師の配置
　令和７年度　２名
・　地域枠医師の配置
　令和７年度　５名

・　若手医師の都会志向や特定診療科の医師の不足等による地域
偏在の解消が必要です。
・　地域における医師の確保・定着を図るためには、市町村や団体に
よる地域医療（医療機関、医療従事者）を支えるための取組が必要
です。

・　引き続き、関係機関が連携しながら、へき地における診療を支援す
る医療の機能の確保に取り組みます。
・　引き続き、「地域医療支援センター」等の活用により地域に派遣する
医師の確保を図るとともに、市町村等へ必要な情報提供等を実施しま
す。

○救急医療情報システムや小児電話相談事業の普及・啓発を図ります。

・　ホームページ、ポスター、広報誌による啓発
・　迅速、適切な救急医療を確保するため、地域住民に対する継続
的な啓発活動が必要です。

・　引き続き、休日・夜間当番医などの情報を提供する救急医療情報シ
ステムや小児救急電話相談事業の周知等を実施し、地域住民への啓
発に努めます。

行政機関等によるへき地医療の支援
○夜間のコンビニ受診などで疲弊しないために、地域住民に対しての啓発活
動を市町村等と連携しながら行い、地域全体で医療を支える機運の醸成を図
ります。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1 現状維持
医療施設調査（静態）［厚
生労働省］（令和５年）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

２　主な取組の内容等

　10　周産期医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７度の評価

体制整備

分娩を取り扱う医療機関数（か所）

地域周産期母子医療センター整備数

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

地域周産期センター等の整備
○限られた医療資源を有効に活用していくため、「地域周産期センター」であ
る市立稚内病院を中心とした周産期医療体制の整備推進や、周産期関係医
療機関の連携や役割分担による連携体制の強化を図り、市町村及び医療機
関が連携した出産体制を支援する母子保健活動推を推進していきます。

・　地域周産期母子医療センター（市立稚内病院）に対す
る補助
　　令和７年度
　　周産期母子医療センター運営事業費補助金
　　産科医療機関確保事業費補助金
　　救急勤務医・産科医等確保事業費補助金

・　産婦人科医師や小児科医師の確保及び設備の充実など、医師確
保体制の充実に向け、今後も取組が必要です。

・　地域枠、地域医療支援センター等を利用した医師確保に努めます。

○市町村及び医療機関と連携し、市立稚内病院を核とした周産期医療体制
の強化を図り、妊産婦及び新生児の安全・安心な環境整備のため、予防・早
期発見・早期治療を目指した保健・医療・福祉サービス支援体制の構築に努
めます。

・　養育者支援保健・医療システムの運用

救急搬送体制の整備
○管内の周産期医療体制の強化を図るため、ドクターヘリ、消防防災ヘリ等
の効果的な活用について、市町村、医療機関とともに、関係機関等への働き
かけに努めます。

・　道北ドクターヘリ運航調整委員会への出席
　　令和７年度
　　日時：令和７年11月20日（木）14：30～
・　管内へのドクターヘリ運航実績
　　令和７年度
　　要請：51件　出動：24件　出動率：46.2％
・　ドクターヘリ受入実績　（市立稚内病院）
　　令和７年度　１件

・　ドクターヘリや消防防災ヘリによる搬送では天候不良や日没時間
制限が課題となっています。

・　関係機関との調整により、救急搬送体制の整備に努めます。

○分娩可能な産科医療機関がない地域における妊産婦の受診、分娩に当
たっての経済的負担の軽減策として、「妊産婦安心出産支援事業」による交
通費や宿泊経費の助成を引き続き行うとともに、経済的負担軽減策や異常分
娩等の緊急時の対応策について、検討を行っていきます。

・　妊産婦安心出産支援事業の実施
　　管内　８町１村
　　幌延町、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、礼文
町、利尻町、利尻富士町、猿払村

・　経済的負担軽減策や異常分娩等の緊急時対応策への検討が必
要です。

・　圏域の情報を把握し、周産期医療に係る事業支援（補助金）等の積
極的な情報提供に努めます。

宗谷圏域
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

8.6 現状より増加 現状より増加
令和４年医師・歯科医師・
薬剤師調査［厚生労働
省］

8.6
7.0
(R7)

目標値を達成できていないことから、引き続き小児科医師数確
保に向けた地域の小児科の開業医や小児科勤務医の勤務環
境の改善支援にかかる補助制度等の周知に努めます。

0
令和４年度ＮＤＢ［厚生労
働省］

0
0

(R7)
地域の実情を踏まえ小児医療の充実に努めます。

0
令和４年度ＮＤＢ［厚生労
働省］

実施あり
実施あり

(R7)
地域の実情を踏まえ小児医療の充実に努めます。

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調べ
（令和５年４月現在）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調べ
（令和５年４月現在）

1
1

(R7)
目標値を達成しています。

２　主な取組の内容等

　11　小児医療体制（小児救急医療を含む）

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７度の評価

体制整備

小児医療を行う医師数（人口10万人対）（人）

小児の訪問看護を実施している訪問看護事業
所数（か所）

地域の実情を踏まえ小児医療の充
実に努めます。

小児の訪問診療を実施している医療機関数（か
所）

体制確保に係る圏域

小児二次救急医療体制が確保されている医療
機関数（か所）

北海道小児地域医療センター、北海道小児地
域支援病院による提供体制が確保されている
医療機関数（か所）

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

（小児医療体制等の確保）
相談支援体制等
○ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。

・　救急の日及び救急医療週間に伴う救急医療講習会（Ａ
ＥＤの使用方法の説明等を含む）の実施
令和７年度　講習回数：６回　講習人数：119人

・　小児救急患者の受診は、平日夜間や土日等の所謂時間外受診
が多く、これには保護者の共働きや専門医志向、病院志向の高まり
も影響していると考えられており、適切な医療機関受診についての啓
発活動や、小児救急電話相談事業等によるサポート体制の充実が
必要です。

・　地域住民へ子どもの急病時の対処方法や適切な医療機関の利用な
どについて、更なる啓発に努めます。

○医療機関の受診が適切に行われるよう、地域住民に対し、適正な受診方
法等についての啓発や小児救急電話相談事業及び救急医療情報システム
の活用を促進します。

・　小児救急電話相談事業について広報誌やホームペー
ジに掲載
・　啓発資材の配布

・　小児救急患者の受診は、平日夜間や土日等の所謂時間外受診
が多く、これには保護者の共働きや専門医志向、病院志向の高まり
も影響していると考えられており、適切な医療機関受診についての啓
発活動や、小児救急電話相談事業等によるサポート体制の充実が
必要です。

・　引き続き、小児救急電話相談事業の啓発を実施します。

一般の小児医療及び初期小児救急医療体制
○小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが
望ましいことから、一般の小児医療及び初期小児救急医療を担う病院や診療
所の維持・確保に努めます。

・　北海道小児救急医療地域研修会の実施
・　小児の初期救急医療の確保のため小児科以外の科での小児患
者の受入れが必要です。

・　小児二次救急医療を担う市立稚内病院の負担軽減のため、地域の
小児科や内科の開業医や関係機関との連携体制の構築に努めます。

小児専門医療及び入院小児救急医療体制
○北海道小児地域医療センターである市立稚内病院を中心とした、専門医療
及び入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体
制の確保に努めます。 ・　小児救急医療支援事業補助金

　令和７年度　市立稚内病院

・　市立稚内病院小児科が二次救急医療の機能を発揮できるよう、
関係医療機関との役割分担が必要です。

○小児専門医療を担う市立稚内病院における小児科医師の勤務環境の改
善を図るため、市立稚内病院を支援し、地域の開業医や総合診療医、関係
機関との幅広い連携体制の構築に努めます。

・　小児の初期救急医療を担う医療機関の確保、小児科勤務医の長
時間にわたる不規則な勤務の改善が必要です。

宗谷圏域
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災害を見据えた小児医療体制
○災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院
や地域の医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害発生時における小
児医療体制の構築に努めます。

・　ＢＣＰに基づく院内災害対応訓練の実施
・　災害時においても適切な医療や物資が提供され、また被災地から
の搬送受け入れや医療従事者の支援が適切に行われるよう、関係
機関の連携体制の構築が必要です。

・　引き続き、災害時における小児医療体制の構築に努めます。

療養・療育支援体制の確保
○発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療
や療育、短期入所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられる
よう、地域生活を支援する体制の充実に努めます。

・　市町村子ども発達支援センターを中心とした療育支援
・　市町村子ども発達支援センターを中心とした保健・医療・福祉の
連携強化が必要です。

・　引き続き、地域の実情に応じた体制の確保に努めます。

小児在宅医療の提供体制の確保
○小児在宅医療の担い手を育成するため、医師・看護師等の医療従事者に
対する普及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療養中の小児
の状態が急変した際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担う医療
機関と後方支援を担う医療機関との連携体制の構築や北海道立子ども総合
医療・療育センター等における小児高度専門医療を提供する医療機関との連
携体制の確保に努めます。
　また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、保健・医
療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。

・　小児等在宅医療連携拠点事業 ・　小児等在宅医療体制の確保に向けた検討が必要です。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

17.8 現状より増加 現状より増加
令和2年度　ＫＤＢ
［厚生労働省］

17.8
16.9
（R5)

策定年に把握した現状値を下回っており、引き続き体制整備を
推進します。

0 北海道保健福祉部 0
0

(R6)
機能強化型ではありませんが、在宅療養支援診療所及び各医
療機関が地域の実状に合わせて在宅医療を提供しています。

0 1 圏域内での設置 北海道保健福祉部 0
0

(R7)
引き続き体制整備を推進します。

0 1 圏域内での設置 北海道保健福祉部 0
0

(R7)
引き続き体制整備を推進します。

1　※１ 1 現状維持
令和3年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

1　※１
1　※1
（R5)

目標値に到達しており、引き続き現状維持を目指します。

0 1 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年４月現在）

0
0

(R6)
在宅療養後方支援病院はありませんが、在宅療養者の急変時
の受入を行っている医療機関があります。

3　※１ 4 現状より増加
令和3年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

3　※１
2　※1
(R5)

策定年に把握した現状値を下回っており、引き続き体制整備を
推進します。

4 4 現状維持
介護ｻｰﾋﾞｽ施設・事業所
調査［令和2年10月現在］

4
5

(R5)
目標値を上回っており、引き続き現状維持を目指します。

4　※１ 4 現状維持
令和3年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

3　※１
4　※1
(R5)

目標値に到達しており、引き続き現状維持を目指します。

0 1 現状より増加
令和３年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

0
1　※1
(R5)

策定年に把握した現状値を上回っていますが、実施医療機関
の増加に向け、引き続き体制整備を推進します。

22 22 現状維持
令和３年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］
稚内保健所調べ

22
23

（R7)
目標値を上回っており、引き続き現状維持を目指します。
※R7～：稚内保健所調査のみ

9 9 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年9月）

9
9

(R6)
目標値に到達しており、引き続き現状維持を目指します。

2 2 現状維持 稚内保健所調べ 2
2　※1
(R5)

目標値に到達しており、引き続き現状維持を目指します。
※R7～：NDB／介護DB[厚生労働省]

0 1 現状より増加
令和2年度　KＤＢ
［厚生労働省］

0
0

(R5)
前年に把握した数値と同値ですが、目標値を下回っており、引
き続き体制整備を推進します。※R7～：NDB

241 現状より増加 現状より増加
令和2年度　ＫＤＢ
［厚生労働省］

241
289
(R5)

前年に把握した数値より増加しています。

4　※1 現状より増加 現状より増加
令和3年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

4　※1
19　※1

(R5)
前年に把握した数値より増加しています。

17.5 現状より増加 現状より増加
令和３年
人口動態調査

17.5
14.9
(R5)

前年に把握した数値より減少しており、引き続き体制整備を推
進します。

2.4 現状より増加 現状より増加
令和３年度　ＮＤＢ
［厚生労働省］

2.4
2.9
(R5)

前年に把握した数値より増加しています。

　12　在宅医療の提供体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

訪問リハビリテーションを実施している医療機
関、介護老人保健施設、介護医療院数

体制整備

訪問診療を実施している医療機関数（人口10万
人対）（医療機関数）

機能強化型の在宅療養支援診療所又は病院
　在宅医療体制の充実に向けた
　取組を推進

在宅医療において積極的役割を担う医療機関

在宅医療において必要な連携を担う拠点

在宅看取りを実施する医療機関数

24時間体制の訪問看護ステーション数

歯科訪問診療を実施している診療所数

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院
数

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施
する薬局数　※重複の場合あり

地域支援体制加算届出薬局数

訪問栄養食事指導を実施している医療機関数

実施件数等

訪問診療を受けた患者数[１ヶ月当たり]
（人口10万人対）（人）

訪問看護利用者数（医療保険）[１ヶ月当たり]
（人口10万人対）（人）

住民の健康状態等

在宅死亡率（％）※２

在宅ターミナル加算を受けた患者数［１か月当た
り］（人）

多職種の
取組確保等

退院支援を実施している医療機関数

在宅療養後方支援病院数

※１　施設名の特定を避けるため、国が市町村ごとで３未満の数値は秘匿処理しており特定不可のため、数値を１として算出したデータを含む。

※２　自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率

※３　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値とする。

宗谷圏域
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２　主な取組の内容等

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

在宅医療を推進するための支援
○各地域で必要な在宅医療提供体制が構築されるよう、地域ごとの課題分
析、在宅医療の専門的知見を有する医療アドバイザーの助言、在宅医療に係
る研修会を実施するなど、地域で在宅医療を担う医療従事者等に対する支援
を行います。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、広域的な課題の明確
化や、研修会等の実施には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備
○在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に向けて、市町村が実施
する在宅医療・介護連携推進事業の取組と連携しながら包括的かつ継続的
な在宅医療の提供体制を構築するための連携調整を図るなど、郡市医師会、
市町村、病院、診療所、訪問看護事業所、保健所等の主体のいずれかを、
「在宅医療に必要な連携を担う拠点」として位置づけることとし、引き続き、多
職種の連携体制づくりにおけるコーディネート役である当所や北海道在宅医
療推進支援センターが、地域課題の把握・分析、取組の導入検討等の支援を
進めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、拠点整備に関する具
体的協議はできていません。

・　整備を進める道本庁及び北海道医療推進支援センターと情報共有
を図りながら、地域に合った拠点整備を図ります。

地域における連携体制の構築
○住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、在宅医療圏単位で
の在宅医療の連携構築を目指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地
域における包括的かつ継続的な連携体制づくりを行いながら、市町村が行う
在宅医療・介護連携推進事業の取組や「在宅医療において積極的役割を担う
医療機関」と連携し、地域の医療介護資源等の把握や課題の整理、課題解決
に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、看取り
まで継続した医療提供体制の構築を図ります。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、拠点整備に関する具
体的協議はできていません。

・　整備を進める道本庁及び北海道医療推進支援センターと情報共有
を図りながら、地域に合った拠点整備を図ります。

○患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問
看護事業所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医
療機関等相互の連携のほか、人生の最終段階において患者本人の意思が
尊重されるよう、患者やその家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を
共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング））の取組を踏まえた
消防機関との連携体制の構築に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、在宅医療の体制強化
やＡＣＰの取組、消防機関との連携に関する取組には至っていませ
ん。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町村職員などを対
象に、多職種協働による在宅チーム医療等について研修を行うなど、当所や
「在宅医療に必要な連携を担う拠点」のコーディネートの下、在宅医療を担う
人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、拠点整備に関する具
体的協議はできていません。

・　整備を進める道本庁及び北海道医療推進支援センターと情報共有
を図りながら、地域に合った拠点整備を図ります。

○医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等に
よる事例検討や、情報交換を円滑に行うためのツールの活用などの取組を促
進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、医療及び介護従事者
の連携に向けた取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○人口規模が小さい市町村などにおいて、在宅医療・介護サービスの資源把
握や相談支援などに取り組むことができるよう、在宅医療・介護連携コーディ
ネーターの育成やネットワーク化などの広域調整に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、人材育成やネットワー
クの整備に向けた取り組みには至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○在宅医療の推進に向けては、宗谷医師会、稚内歯科医師会、北海道薬剤
師会稚内支部及び北海道看護協会稚内支部等との連携を強化し推進しま
す。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、関係団体との連携強
化を推進する取り組みには至っていません。

・　関係団体とも連携しながら、引き続き地域課題の明確化と課題解
決、在宅医療の推進に努めます。

○住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の状況等に
応じた適切な住まいの確保と、安心して日常生活を営むために必要な生活支
援サービスなどの介護サービスや在宅医療の提供を一体的にとらえ、住宅施
策と福祉施策の連携に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、生活支援と介護サービ
ス、在宅医療の一体的な提供に向けた取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。
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○広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用し
た患者情報共有ネットワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、ICTの活用促進に係る
取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

在宅医療を担う医療機関の整備等
○在宅医療を求める患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の中心
となる機能強化型の在宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・
診療所や歯科診療所(在宅療養支援歯科診療所等)、薬局や24時間体制訪問
看護ステーション等の整備及び訪問リハビリテーションの充実を促進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、広域的な課題の明確
化や、研修会等の実施には至っていません。

・　地域実情に応じて、引き続き在宅医療提供体制整備に努めます。

○当地域は、訪問看護サービスを受けることができない地域があることから、
訪問看護の体制整備に向けた取組を推進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、訪問看護の体制整備
に向けた取組には至っていません。

・　地域実情に応じて、引き続き在宅医療提供体制整備に努めます。

○24時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診
療所以外の診療所も含めたネットワークの構築に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、24時間対応の在宅医
療の実現に向けた取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

緩和ケア体制の整備
○当地域で、在宅緩和ケアが推進されるための緩和ケア病床を有する医療
機関の届け出等はありませんが、緩和ケアを提供している医療機関と在宅療
養支援診療所等の関係者との連携を促進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、在宅緩和ケアの推進
に向けた取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○在宅における緩和ケアに関わる医師、薬剤師、看護師等に対し、それぞれ
の業務内容に応じた専門研修を実施するとともに、在宅療養患者に対する相
談支援体制等の整備に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、在宅療養患者の相談
支援体制の整備に係る取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局に勤
務する薬剤師を対象とする各種研修会を通じて、薬局における医療用麻薬の
適切な服薬管理が行われるよう支援します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、在宅緩和ケアに係る薬
局での服薬管理支援の取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制
の充実
○医師、歯科医師をはじめ、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専
門職等の多職種と連携し、一体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能
訓練が提供されるよう、専門職の育成を図りながら、在宅における栄養管理
や口腔衛生管理・口腔機能管理、リハビリテーションの充実に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、専門職の育成と在宅
支援体制の充実に係る取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

訪問看護の質の向上と育成体制の充実
○在宅療養者のニーズを的確にとらえ、地域の多くの専門職種との連絡・調
整を行い、生活の質を確保しながら支援を行うために、研修の実施等を通じ
訪問看護を行う看護職員の確保と質の向上を図ります。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、訪問看護師の確保と
質向上、多職種との連携強化に係る取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

訪問薬剤管理指導の推進
○在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬手
帳」の普及を図ります。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、在宅療養者の適正な
服薬管理に関する取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○当地域には、令和７年９月末現在、２か所の「健康サポート薬局」が整備さ
れていることから、さらに、在宅における薬剤管理指導の推進や、かかりつけ
薬局・薬剤師の機能を充実させ、健康サポート薬局の整備を推進します。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、健康サポート薬局の整
備に関する取組には至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

地域住民に対する在宅医療の理解の促進
○往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、かか
りつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリ
テーションや栄養指導の役割などについて、地域住民に対する普及啓発や、
在宅医療に関する情報提供に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、地域住民への普及啓
発や在宅医療に関する情報提供の推進に向けた取組には至ってい
ません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。
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・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、ACPの普及啓発や在
宅療養患者の意思を共有できる体制づくりに係る取組には至ってい
ません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築
○災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援
を受けられるよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳
等の意義について普及啓発するとともに、市町村、医療機関等の関係機関・
関係団体との連携を図ります。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。

・　専門部会での国・道の動向の共有のみで、災害時を見据えた在宅
療養者への適切な避難支援に係る関係機関の連携に向けた取組に
は至っていません。

・　市町村ごとの現状・地域課題を把握したうえで、他地域の在宅医療
の取り組みや連携づくりを学ぶ研修を企画し、在宅医療・介護連携推進
事業による取組とも連携しながら在宅医療の推進に努めます。

○最期まで自分らしく生きたいと願う患者の意思に沿った医療が提供できるよ
う、日頃から急変時や人生の最終段階における医療についてどう考えるか、
患者本人や患者の大切な存在である家族、かかりつけ医や訪問看護師をは
じめとした医療従事者等が繰り返し話し合う人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケ
ア・プランニング）の取組が重要であることから、知りたくない又は考えたくない
といった患者等にも配慮しながら、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅
療養中の患者の急変に備え、医療従事者や介護関係者、消防機関等の間で
患者の意思等が共有できる体制構築に努めます。

・　宗谷保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部
会を開催し、国・道の動向の共有を図りました。
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現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

体 制 整 備 21 21 現状より増加
厚生労働省がん対策情報
（令和４年）

胃 31.8 60.0 現状より増加
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

肺 35.7 60.0 現状より増加
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

大腸 33.4 60.0 現状より増加
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

子宮頸 28.9 60.0 現状より増加
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

乳 28.3 60.0 現状より増加
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

喫煙率（％） 20.1 12.0以下 現状より減少
令和４年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

男性 94.7
全国平均

以下
現状より減少

令和４年度
人口動態調査
［厚生労働省］

女性 64.9
全国平均

以下
現状より減少

令和４年度
人口動態調査
［厚生労働省］

＊　「北海道がん対策推進計画」に準拠

＊　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

54 54 現状維持
北海道保健福祉部調べ
急性期医療の公表医療機関
（令和5年4月1日現在）

21 21 現状維持
北海道保健福祉部調べ
回復期医療の公表医療機関
（令和5年4月1日現在）

15 21 現状より増加
北海道保健福祉部調べ
（令和5年4月1日現在）

20.1 12.0以下 現状より減少
令和４年国民生活基礎調査
［厚生労働省］

45.7 70.0 現状より増加

18.4 45.0 現状より増加

男性 129 124以下

女性 124 119以下

男性 88.9 現状より減少

女性 56.6 現状より減少

＊　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

指標区分

【脳卒中】

回復期リハビリテーションが実施可能な医療機
関がある第二次医療圏数（医療圏）

特定健診受診率（％）
特定健康診査・特定保健指導に関
するデータ
［厚生労働省］（令和３年）

体制整備

住 民 の
健 康 状 態 等

高血圧の改善(40～74歳）
収縮期血圧の平均値mmHg

令和２年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

脳血管疾患患者の年齢調整死
亡率（人口10万対）

現状より減少
令和２年人口動態統計特殊報告
［厚生労働省］

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションが実施可能な医療機
関がある第二次医療圏数（医療圏）

実 施 件 数 等

喫煙率（％）

特定保健指導実施率（％）

【が　ん】

がん診療連携拠点病院数（か所）

実 施 件 数 等

がん検診受診率（％）

指標名（単位）
道　計　画

住 民 の
健 康 状 態 等

がんによる75歳未満年齢調整
死亡率（％）

現状より減少
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

64 66 現状維持
北海道保健福祉部調べ
急性期医療の公表医療機関
(令和5年4月1日現在）

13 21 現状より増加
診療報酬施設基準［厚生労働省］
（令和5年4月1日現在）

6 21 現状より増加
北海道保健福祉部調べ
（令和5年4月1日現在）

20.1 12.0以下 現状より減少
令和４年国民生活基礎調査
［厚生労働省］

45.7 70.0 現状より増加

18.4 45.0 現状より増加

男性 129 124以下

女性 124 119以下

男性 180.0 現状より減少

女性 108.4 現状より減少

＊　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

510 598 現状より増加
北海道保健福祉部調べ
（令和４年4月1日現在）

45.7 70.0 現状より増加

18.4 45.0 現状より増加

63.2 75.0 現状より増加 令和４年健康づくり道民調査

男性 10 8.0

女性 4.7 3.3

662 635 現状より減少
日本透析医学会調べ「わが国の慢
性透析療法の現況」（令和３年度）

【心筋梗塞等の心血管疾患】

急性期医療を担う医療機関数（か所）

地域連携クリティカルパスを導入している第二次
医療圏数（医療圏）

心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医
療機関がある第二次医療圏数（医療圏）

体　　制　　整　　備

特定健診受診率（％）
特定健康診査・特定保健指導に関
するデータ
［厚生労働省］　（令和３年）

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

実 施 件 数 等

喫煙率（％）

特定保健指導実施率（％）

【糖尿病】

住 民 の
健 康 状 態 等

ＨｂＡ１ｃ値が6.5％以上の者の
割合(40～74歳）

現状より減少
令和２年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

糖尿病性腎症による新規人工透析導入患者数
（人）

地域連携クリティカルパスを導入している医療機
関数（か所）

特定健診受診率（％）

住 民 の
健 康 状 態 等

高血圧の改善(40～74歳）
収縮期血圧の平均値mmHg

現状より減少
令和２年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

心疾患年齢調整死亡率
（人口10万対）

現状より減少
令和２年人口動態統計特殊報告
［厚生労働省］

体　　制　　整　　備

実　施　件　数　等

特定健康診査・特定保健指導に関
するデータ
［厚生労働省］　（令和３年）

特定保健指導実施率（％）

糖尿病治療継続者の割合（20歳以上）（％）
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

14 21 全圏域での設置
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月時点）

24 31 全圏域での設置
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月時点）

62.2 68.9 現状より増加
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

77.1 84.5 現状より増加
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

85.2 91.0 現状より増加
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

6,786 5,304 現状より減少
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

2,848 2,514 現状より減少
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

330.1 330.1 現状維持以上
厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

＊２　「北海道障がい福祉計画」で設定した目標値を用いる項目は、計画間の整合を図り令和８年度を目標年次とし、令和９年度以降の目標値は達成状況等を考慮し別途決定

認知症疾患医療センター（地域型・連携型）の整
備数（圏域数）

体　　制　　整　　備

入院後３か月時点での退院率（％）　

住　民　の
健康状態等

認知症疾患医療センター（地域型・連携型）の整
備数（医療機関数）

慢性期入院患者数（65歳以上）（人）

慢性期入院患者数（65歳未満）（人）

精神病床から退院後の１年以内の地域における
平均生活日数（地域平均生活日数）（日）

入院後６か月時点での退院率（％）

入院後１年時点での退院率（％）

【精神医療】
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

100 100 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

6 6 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

全道運航圏
全道運航圏

を維持
現状維持

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

5 21 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

12.8 全国平均以下
全国平均以下

を維持
（R3：13.1）

北海道総務部「令和４年消防年報」
（令和３年救急救助年報）

13.7 全国平均以上
全国平均以上

を維持
（R3：11.1）

救急・救助の現状
［消防庁］
（令和４年度版）

8.2 全国平均以上
全国平均以上

を維持
（R3：6.9）

救急・救助の現状
［消防庁］
（令和４年度版）

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

97 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

73 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

60 60 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

19 19 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

40 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

32 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年７月現在）

救 急 患 者 の
予 後 等

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の1か月後生存率（％）

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の1か月後社会復帰率
（％）

実 施 件 数 等

【救急医療】

指標区分 指標名（単位）

救急法等講習会の実施第二次医療圏数（医療
圏）

救急自動車による搬送時間が1時間以上の救急
患者割合（％）

体 制 整 備

在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村割
合（％）

病院群輪番制の実施第二次医療圏数（医療圏）

救命救急センターの整備第三次医療圏数（医療
圏）

ドクターヘリの運航圏の維持（運航圏）

実 施 件 数 等

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を実施している病
院の割合（％）

病院におけるＥＭＩＳ施設情報（必要電力量／
日）の入力率（％）

【災害医療】

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

体　　　制　　整
備

道　計　画

災害拠点病院整備第二次医療圏数（医療圏）

北海道DMAT指定医療機関整備第二次医療圏
数（医療圏）

災害拠点病院における耐震化整備率（％）

災害拠点病院における浸水等対策率（％）

災害医療コーディネーター任命数

災害時小児周産期リエゾン任命数
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

1,734

84

2,448

1,146

986

1,646

108

61

128

80

100

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

103 114 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和５年3月31日末）

9 20
全へき地医療拠点病
院による実施

へき地医療現況調査
［厚生労働省］
（令和４年４月１日現在）

5 20
全へき地医療拠点病
院による実施

へき地医療現況調査
［厚生労働省］
（令和４年４月１日現在）

新型コロナ発生約１年後（2020年12月）の入院患者数等を目安とし、第二
次医療圏ごとに設定

新型コロナ発生約１年後（2020年12月）の新型コロナの診療・検査機関数
（200床以上）を目安として、第二次医療圏ごとに設定することを基本にし
つつ、各圏域の医療状況など地域実情を鑑みて医療機能を確保

発熱外来機関数（機関）

新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月）の入院患者数等を
目安とし、第二次医療圏ごとに設定

新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月時点）を目安とし、第
二次医療圏ごとに設定

新型コロナ対応で確保した最大の体制（自宅療養者等への医療提供機
関数）を目安に第二次医療圏ごとに設定

新型コロナ対応で確保した最大の体制（後方支援を行う医療機関数）を
目安に第二次医療圏ごとに設定

新型コロナ対応で確保した最大の体制の派遣可能な人材数

協定を締結した病院、診療所、訪問看護事業所の８割以上が、個人防護
具の使用量２か月分以上を備蓄

指標区分 指標名（単位）

病床数（床）

発熱外来機関数（機関）

病床数（床）

体　　制　　整　　備
（流行初期）

目標値の考え方目標値

【新興感染症の発生・まん延時における医療】

派遣可能な医療人材数＜医師＞（人）

派遣可能な医療人材数＜看護師＞（人）

実施件数等

体　　制　　整　　備
（流行初期期間

経過後）

【へき地医療】

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

へき地診療所数（か所）

巡回診療、医師派遣、代診医派遣、遠隔医療に
よる支援のいずれかを実施するへき地医療拠点
病院数（か所）

個人防護具を２ヶ月分以上確保している協定締
結医療機関の割合（％）

研修等を年１回以上実施等している協定締結医
療機関の割合（％）

後方支援を行う医療機関数（機関）

自宅療養者等への医療提供機関数＜病院・診
療所・訪問看護事業所＞（機関）

自宅療養者等への医療提供機関数＜薬局＞
（機関）

協定を締結した全医療機関で実施

巡回診療、医師派遣、代診医派遣の年間実績
が合算で12回以上のへき地医療拠点病院数（か
所）（オンライン診療を活用して行った場合も含
む）

実　施　件　数　等

体　　制　　整　　備
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

分娩を取り扱う医療機関数
（か所）

15-49歳女性
10万人当たり

7.6
全国平均

以上

全国平均以上
を維持

（R2： 7.6）

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）
医療施設調査（静態）
［厚生労働省］（令和２年）

23.8
全国平均

以上

全国平均以上
を維持

（R2： 23.1）

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）
医療施設調査（静態）
［厚生労働省］（令和２年）

4 6
第三次医療圏に

1か所
北海道指定
（令和５年４月現在）

21 21
第二次医療圏に

１か所
北海道指定
（令和５年４月現在）

実 施 件 数 等 2.3
全国平均

以下

全国平均以下
を維持

（R3： 5.4）

救急搬送における医療機関の受入
れ状況等実態調査
（令和３年）

新生児死亡率（千対） 出生数 1.2
全国平均

以下
現状より減少

（R4： 0.8）
令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

周産期死亡率（千対）
出生数＋妊娠
満22週以降の
死産

3.1
全国平均

以下

全国平均以下
を維持

（R4： 3.3）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

妊産婦死亡率（10万対）
出生数＋死産
数

0.0
全国平均

以下

全国平均以下
を維持

（R4： 4.2）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

＊　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

16.3
全国平均

以上
現状より増加
（R2： 18.6）

令和２年
医師・歯科医師・薬剤師統計
［厚生労働省］

7 21 全圏域での実施
令和３年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

8 21 全圏域での実施
令和３年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

20 21 全圏域での確保
北海道保健福祉部調べ
（令和５年４月現在）

20 21 全圏域での確保
北海道保健福祉部調べ
（令和４年４月現在）

86.4
全国平均

以下
現状より減少
（R3： 86.0）

救急搬送における医療機関の受入
れ状況等実態調査
（令和３年）

住 民 の
健 康 状 態 等

乳児死亡率（千対） 出生数 2.2
全国平均

以下
現状より減少

（R4： 1.8）
令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

【小児医療】

指標区分 指標名（単位）
道　計　画

体 制 確 保 に
係 る 圏 域

小児二次救急医療体制が確保されている第二
次医療圏数（医療圏）

北海道小児地域医療センター、北海道小児地域
支援病院による提供体制が確保されている第二
次医療圏数（医療圏）

体 制 整 備

小児医療を行う医師数（小児人口１万人対）（人）

母体・新生児搬送のうち現場滞在時間が30分以
上の件数(人口10万人当たり件数）

安 全 に 出 産
で き る 体 制

体 制 整 備

産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の助
産師外来開設割合（％）

総合周産期母子医療センター(指定)の整備医療
圏数（第三次医療圏）

地域周産期母子医療センター整備医療圏数（第
二次医療圏）

小児搬送のうち現場滞在時間が30分以上の件
数(人口10万人当たり件数）

実　施　件　数　等

＊　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

小児の訪問看護を実施している訪問看護事業
所のある第二次医療圏数（医療圏）

小児の訪問診療を実施している医療機関のある
第二次医療圏数（医療圏）

【周産期医療】

指標区分
道　計　画

指標名（単位）
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北海道医療計画（令和６～11年度）における指標

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

15.1 23.5
現状より増加
（医療需要の

伸び率から推計）

令和２年度 　KDB
［厚生労働省］

12
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
令和３年度　NDBオープンデータ[厚
生労働省]

-
39

（在宅医療圏）
全圏域での確保 -

-
39

（在宅医療圏）
全圏域での確保 -

20
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での実施
令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

10
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

19
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での実施
令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

19
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

21
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

20
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
令和３年度NDBオープンデータ　[厚
生労働省]

21
（二次医療圏）

39
（在宅医療圏）

全圏域での確保
令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

-
39

（在宅医療圏）
全圏域での確保

令和３年　NDBオープンデータ　[厚
生労働省]

-
39

（在宅医療圏）
全圏域での確保

令和３年度　NDBオープンデータ
[厚生労働省]

-
39

（在宅医療圏）
全圏域での確保

令和３年　NDBオープンデータ　[厚
生労働省]

592.7 891.0
現状より増加
（医療需要の

伸び率から推計）

令和２年度　KDB
[厚生労働省]

231.9 367.5
現状より増加
（医療需要の

伸び率から推計）

令和３年度　訪問看護療養費実態
調査
[厚生労働省]

18.5
全国平均

以上
現状より増加

令和４年　人口動態調査
［厚生労働省］

320
全国平均

以上
現状より増加

令和２年度　KDB
[厚生労働省]

＊在宅療養支援病院。

＊自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率。

＊目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値とする。

地域支援体制加算届出薬局のある在宅医療圏
数（医療圏）

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施
する薬局のある在宅医療圏数（医療圏）

在宅医療において積極的役割を担う医療機関
のある在宅医療圏（医療圏）

在宅医療において必要な連携を担う拠点のある
在宅医療圏（医療圏）

道　計　画

訪問栄養食事指導を実施している医療機関のあ
る在宅医療圏数（医療圏）

24時間体制の訪問看護ステーションのある在宅
医療圏数（医療圏）

歯科訪問診療を実施している診療所のある在宅
医療圏数（医療圏）

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院
がある在宅医療圏域数

＊「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和４年３月４日保医発0304第３号厚生労働省保険局医療課長通知）に規定する在宅療養支援診療所。

機能ごとの
体　制　等

退院支援を実施している医療機関のある在宅医
療圏数（医療圏）

在宅療養後方支援病院のある在宅医療圏数
（医療圏）

在宅看取りを実施する医療機関のある在宅医療
圏数（医療圏）

訪問リハビリテーションを実施している医療機関、
介護老人保健施設、介護医療院のある在宅医療
圏数（医療圏）

多職種の
取組確保等

訪問診療を受けた患者数［１か月当たり］
（人口10万人対）（人）

訪問看護利用者数（医療保険）［１ヶ月当たり］
（人口10万人対）（人）

在宅ターミナル加算を受けた患者数［１か月当た
り］（人）

在宅死亡率（％）

実　施　件　数　等

住　民　の
健康状態等

【在宅医療】

指標区分 指標名（単位）

訪問診療を実施している医療機関数（人口10万
人対）（医療機関数）

機能強化型の在宅療養支援診療所 又は病院
のある在宅医療圏数（医療圏）

体　制　整　備
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